
特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律の概要

２．法律の概要

⃝ デジタル技術の急速な発展や我が国を取り巻く国際経済環境等の変化に伴い、
Society5.0の実現に不可欠な社会基盤となる特定高度情報通信技術活用
システム（５G、ドローン）のサイバーセキュリティ等を確保しながら、その適切
な開発供給及び導入を行う重要性が増大。

⃝ このため、我が国における産業基盤を構築することの重要性も踏まえ、特定高度
情報通信技術活用システムの開発供給及び導入を促進するための措置を講
ずることにより、サイバーセキュリティ等を確保しつつ特定高度情報通信技術活
用システムの普及を図る必要。

（１）特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及
び導入の促進に関する指針の策定 【第６条関係】

－同指針には、特定高度情報通信技術活用システムの
・サイバーセキュリティの確保
・適切な開発供給及び導入の重要性等について明記。

（２）特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び
導入計画の認定 【第７条～第10条関係】

－特定高度情報通信技術活用システムの
・開発供給の計画（開発供給計画）の認定
・導入の計画（導入計画）の認定
の制度を創設。認定に当たっては指針との適合性を確認。

（３）特定高度情報通信技術活用システムの普及のための
支援措置 【第11条～第26条関係】

－当該認定計画に係る事業について、以下の措置を講ずる。
①日本政策金融公庫の業務の特例（ツーステップローン）
【第11条～第22条関係】

②中小企業投資育成株式会社法の特例 【第24条関係】
③中小企業信用保険法の特例 【第25条関係】
④課税の特例（５G投資促進税制） 【第26条関係】

システム導入事業者
（通信キャリア・製造事業者等）

（導入計画の作成）

半導体 通信設備 ソフトウェア

開発供給事業者
（ベンダー）

（開発供給計画の作成）

【認定基準】
①安全性・信頼性
（セキュリティ、ベンダー企業の信頼性）
②供給安定性
③オープン性
（国際標準規格に準拠、グローバル連携）

国/指針の策定
(経産・総務＋関係省庁)

 開発供給計画認定に基づく
支援措置

• ツーステップローン※2
• 中小企業投資育成
株式会社法特例

• 中小企業信用保険法特例

 導入計画認定に基づく
支援措置

• ５G投資促進税制
（税額控除15％、特別償却30%、
固定資産税減免1/2(3年間)※1）
• ツーステップローン※2
• 中小企業投資育成
株式会社法特例

• 中小企業信用保険法特例

事業所管大臣

経産・総務大臣※3

特定高度情報通信技術活用システム
①全国５G

情報通信機器サプライチェーン

申請

・ポスト５G情報通信システム 基盤強化
研究開発事業

・地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現
に向けた開発実証

・５Ｇの更なる高度化のための研究開発
・ドローン基盤技術開発事業 等

認定・支援

申請

認定・支援

【講ずる措置の全体像（イメージ）】

③ドローン②ローカル５G

１．背 景

2G 3G 4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

5G

超高速・大容量

超低遅延

多数同時接続

〇8K動画配信など従来のスマホ端末の延長
（データ量100倍、2時間映画を3秒でダウンロード）

〇遠隔医療、自動運転の実現
（10分の1の遅延：0.001秒でデータを伝達）

〇スマート工場・スマート建設の実現
（100倍の機器に同時接続）

※１：固定資産税については、ローカル５Gのみ

※２：ツーステップローンについては、５Ｇが対象

※３：ドローンについては、主務大臣は経産大臣

（参考）予算支援
※法律とは別途措置

基本理念 【第３条関係】
①特定高度情報通信技術活用システムの開発供給等が、サイバーセキュリティを確保しつつ適切に行われることを基本とし、我が国における②特定高度情報通信技術活用システム
の開発供給に関係する産業の国際競争力の強化並びに③特定高度情報通信技術活用システムの活用による新たな事業の創出及び事業の革新の促進に資すること等を明記。

（参考資料２－１）
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